
環境局 

平成27年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

80.0 ％ 81.0 ％
課
長

0.10 人

実
績

67.6 ％ 66.1 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

84.5 ％ 81.6 ％
職
員

0.50 人

目
標

97 回 97 回
課
長

0.15 人

実
績

80 回 356 回
係
長

0.30 人

達
成
率

82.5 ％ 367.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

4,000 人 5,000 人
課
長

0.15 人

実
績

2,424 人 2,774 人
係
長

0.30 人

達
成
率

60.6 ％ 55.5 ％
職
員

0.25 人

目
標

20.0 ％ 8.0 ％

実
績

4.1 ％ 5.5 ％

達
成
率

20.5 ％ 68.8 ％

目
標

実
績

達
成
率

やや
遅れ

6,60021,50014,55316,019

　市民一人ひとりが環
境との関わりを理解
し、より良い環境・地
域づくりへの意識を
もって行動を起こすこ
とのできる環境人財を
育むため、「環境首都
検定」をはじめとする
施策に取組む。

　現在の取組みに加え、イン
ターネット、印刷物等の様々
な媒体を活用した幅広い市民
への情報発信の強化を行う。
また、環境学習施設間の連携
を促進し、環境学習プログラ
ムの強化・創出を図る。

　平成２７年度から若松の環
境･コミュニティセンターで
のサポーター活動を始めたこ
とにより、出張ミュージアム
の回数は大幅に増加し目標値
を上回ったため、「順調」と
した。

順調9,22575,63375,836
　環境ミュージアム及び北九
州エコハウス維持管理業務に
ついては、今後も継続して活
動の充実化を図り、地域の環
境リーダーを育むため、環境
ミュージアムスタッフやその
他ボランティア・団体との協
働、得意分野等を活かした活
動の拡がりを目指す。
　環境人材育成事業について
は、小学校受検の拡大を中心
に、一般を含む団体受検の増
加に取り組み、受検者の増加
を目指す。

【評価理由】
　環境ミュージアム及び北九
州エコハウス維持管理業務に
ついては、若松の環境･コ
ミュニティセンターでの新た
な活動など、着実に活動の場
を拡げている。また、環境人
財育成事業については、環境
首都検定団体受検の増加を目
指し、継続的に学校関係を中
心に啓発やPR活動を行った結
果、小学校受検が増加してき
ている。小学校以外の団体受
検も増加し、総受検者数は、
前年を上回っているため、
「順調」と判断。

【課題】
　環境ミュージアムスタッフ
やその他ボランティア・団体
等との協働を進めるなど、今
後もさらに活動の充実化を図
る必要がある。
　環境首都検定については、
啓発やＰＲ活動の機会をさら
に増やすなど、小学校受検と
ともに一般受検者も増加する
よう工夫する必要がある。

順調

　小学校受検が増加し、総受
検者数は昨年度実績を上回っ
たが、成果指標の目標値には
届いてないため、「やや遅
れ」と判断。
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Ⅰ-3-
(3)-① 
北九州環
境みらい
学習シス
テムの推
進

【評価理由】
　エコツアーや環境学習コン
シェルジュによる情報発信等
を通じて、多くの市民へ環境
学習を提供し、市民環境力向
上への一助となったため、
「順調」と判断。

【課題】
　環境コンシェルジュによる
楽しく効果的な学習への支援
や、情報発信のさらなる拡大
を行い、より多くの市民のラ
イフスタイルの変革につなげ
る必要がある。

順調

　成果指標の目標には届かな
かったが、ライフスタイルの
変革のきっかけとなるエコツ
アーは継続的に実施されてい
ること、また「環境学習コン
シェルジュ」（H26年12月設
置）による環境学習の支援、
環境学習情報誌の発行等、楽
しく効果的な学びを提供でき
たことなどから「順調」と判
断。

順調7,9004,9395,458

本市の恵まれた自然や
充実した環境関連施設
等を結びつけ、多世代
の市民が意欲や能力に
応じて、エコツアーな
どまち全体で楽しく環
境学習が行える仕組み
づくりを行う。

環境
学習
課

北九州環境みら
い学習システム
推進事業

6,914

環境
学習
課

環境人財育成事
業

北九州市環境首都
検定の受検者数

80回
（H26年
度）

97回
（H30年
度まで
毎年
度）

2,424人
（H26年
度）

5,500人
（H28年
度）

―

3

Ⅰ-3-
(3)-② 
環境人材
のスキル
アップと
活用

　北九州市の環境の取
組みの歴史を継承する
とともに、本市の環境
力をさらに高めるた
め、学習・情報発信・
活動の３つの機能を備
えた、環境学習拠点
「環境ミュージアム」
及び家庭での省エネ型
のライフスタイルを提
案する「北九州エコハ
ウス」等の管理運営を
行う。

環境
学習
課

環境ミュージア
ム及び北九州エ
コハウス維持管
理業務

2

市民のESD活動の認
識の向上と活動の
普及

Ⅰ-3-
(3)-③ 
ＥＳＤの
推進

ＥＳＤ活動支援
事業

4

　持続可能な社会の構
築を図るため、国連な
ど世界規模で進められ
ている「持続可能な開
発のための教育（ＥＳ
Ｄ）」を、北九州ESD
協議会を中心に、市
民、企業、大学等と連
携しながら推進する。
具体的には、あらゆる
人々が地域等における
様々な課題に気付き、
つながり、既に実践し
ている活動等にESDの
視点を加えて、暮らし
や社会のあり方等を変
えていく人づくり・学
びあいの場づくりを進
める。

―

 4.1%
（H23年
度)

環境
学習
課

アンケート調査に
おけるＥＳＤ認知
度

順調

  認知度については、全国水
準と同程度ではあるものの、
高い水準にあるとは言えない
状況である。
　一方で平成27年度は、北九
州ESD協議会を中心に産学官
民が協働で、北九州地域のあ
らゆる主体にESDを普及させ
るための5年間の行動計画
「北九州ESDアクションプラ
ン」を策定するとともに、
ESD普及のための推進体制の
整備に取組んでおり、全市を
挙げてのESD普及の基盤がで
きたことから、総合的には
「順調」と判断。

人

人

人

0.60

0.30

13,95014,556

― ―

75,910

20.0%
（H36年

度)

認識の
向上と
活動の
普及

―

17,441

環境ミュージアム
サポーターによる
出張ミュージアム
回数

H26年度 人数

行動変革を実行す
る市民環境力を醸
成・向上させる

65.7%
(H23年
度)

95.0%
(H42年
度)

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

課
長

―

0.60

事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

16,062

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

―

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

【評価理由】
　ESDの認知度は目標を下
回っているため今後も市民に
対して普及・啓発が必要だ
が、平成27年度は北九州ESD
アクションプラン策定、産学
官民の連携強化、推進体制の
整備など、多くの取組を実施
し、北九州のESDの新たなス
タートを切れたことから、総
合的には「順調」と判断。

【課題】
　環境未来都市の実現を目指
し、その基盤となる持続可能
なまちづくりに向けて、ESD
活動の全市的普及を強化する
必要がある。

  「北九州ESDアクションプ
ラン」を基に、ESDのさらな
る理解及び普及促進のため、
既存のESD活動の継続・強化
に加え、北九州地域全体で
ESDを推進するための体制整
備、市民を巻き込む新たな取
組みの創出を図る。

H27年度

係
長

職
員

順調
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

5 件 5 件
課
長

0.10 人

実
績

6 件 6 件
係
長

0.10 人

達
成
率

120.0 ％ 120.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

450 人 450 人
課
長

0.10 人

実
績

1,209 人 1,313 人
係
長

0.10 人

達
成
率

268.7 ％ 291.8 ％
職
員

0.30 人

目
標

125,000 人 138,000 人

実
績

135,276 人 137,863 人

達
成
率

108.2 ％ 99.9 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

48 ％ 48 ％

達
成
率

80.0 ％ 80.0 ％

目
標

10 件 10 件
課
長

0.05 人

実
績

9 件 8 件
係
長

0.30 人

達
成
率

90.0 ％ 80.0 ％
職
員

0.30 人

　引き続き、国や国際機関等
の補助事業を活用するととも
に、KITAやJICAなどの関係機
関との連携を図りながら事業
を推進していく。

3,751

1,530

4,006

北九州エコプレミ
アム選定件数
（単年度）

９件
累計190件
（H26年度）

まち美化ボラン
ティア清掃参加者
数（単年度）

累計200件
（H28年
度）

環境
産業
推進
課

市内で生産されている
環境配慮型製品や環境
負荷低減に寄与する
サービスを「北九州エ
コプレミアム」として
選定し、広くPRを行う
ことにより、その販売
促進の支援を行う。

5,342

Ⅲ-1-
(1)-③ 
まち美化
活動の拡
充

まち美化等啓発
事業

業務
課

北九州市空き缶等の散
乱の防止に関する条例
（まち美化条例）に基
づき、ポイ捨てのない
清潔で美しいまちづく
りを推進するため、市
民や企業、ボランティ
ア団体等と連携し、ま
ち美化事業を実施す
る。市民の環境美化に
対する関心及びモラ
ル・マナーの向上を図
り、「世界の環境首
都」に相応しい清潔で
美しいまちづくりを推
進する。

アンケート調査に
おける地域でのま
ち美化清掃実行の
割合

48%
(H27年
度)

138,000人
（H28年
度）

新規環境産業創
出事業（北九州
エコプレミアム
産業創造事業）

Ⅳ-1-
(1)-④ 
地元製
品・サー
ビスの利
活用の推
進

0.05

60%
(H28年
度)

6件
（H28年
度）

職
員

137,863人
（H27年
度）

3,075

1,780

6件
（H26年
度）

1,209人
（H26年
度）

Ⅱ-3-
(4)-② 
国際協
力・交流
の推進

環境国際協力推
進事業

環境
国際
戦略
課

途上国技術者を受け入
れる国際研修や経験豊
かな市内企業技術者等
を諸外国都市に派遣
し、現地で相手都市も
主体的に関わった実践
的な技術指導を実施す
る。また、国内外の関
係機関と協働・連携し
た調査、情報収集や発
信を行うとともに、各
種都市間ネットワーク
を活用したプロジェク
トを実施する。更には
市内企業や国際機関等
と密に連携して、協力
対象国や都市の「緑の
成長」にも資する環境
国際協力を目指す。

戦略的環境国際協
力事業の件数（累
計）

アジアの環境人材
育成のための研修
員等の受講者数
（単年度）

5

6
アジアの環境人
材育成拠点形成
事業

環境
国際
戦略
課

アジアの途上国やその
都市が自らの力で環境
改善の取組を進めるこ
とができるよう、JICA
等国の支援や連携によ
り、実践的な国際環境
研修事業を推進してい
く。
海外からの研修員を受
け入れることにより、
環境問題解決の一助を
担うとともに、現地の
環境改善や海外諸都市
とのネットワーク構
築、ひいては環境国際
ビジネスへの事業展開
に繋げる。

4,4002,411

0 6,6500

450人
（H28年
度）

9,940

7

8

2,571 2,700
係
長

0.10

0.20

3,412 5,825

人

人

人
課
長

順調

大変
順調

順調

順調

　目標をわずかに達成できな
かったが、累計の選定件数を
着実に増やしており、「順
調」と判断。

　まち美化ボランティア清掃
参加者が、毎年、増加してい
るなど一定の成果を収めてい
るため「順調」と判断。

　平成27年度は、1,300人を
超える研修員等の受入れを実
施し、国内外での研修誘致活
動も10回実施した。目標の研
修員受入450人、研修誘致活
動3回を大幅に上回る達成状
況のため、「大変順調」と判
断。

　平成27年度までの累計で、
6件の協力事業（目標6件）を
実施し、計33回の現地派遣
（目標12回）を実施した。目
標を達成及び上回る状況のた
め、「順調」と判断。

大変
順調

順調

【評価理由】
　まち美化ボランティア清掃
参加者が、毎年、増加してい
るなど、まち美化活動が市民
参加型の事業として定着し、
市民の意識向上につながって
いると考えられるため、「順
調」と判断。

【課題】
　清掃参加者が固定化、高齢
化していることへの対策。

【評価理由】
　中期目標に向けて実績を増
やしているため、「順調」と
判断。

【課題】
　効果的なＰＲ策の検討。

順調

【評価理由】
　環境国際協力を通じて、ア
ジア諸都市の発展に寄与する
本事業において、事業件数や
研修誘致活動、研修員受入な
ど、目標を達成及び上回る状
況であるため、「大変順調」
と判断。

【課題】
　各国・各都市の状況やニー
ズの把握。

　北九州エコプレミアムの知
名度向上と選定商品・サービ
スのＰＲに引き続き取り組
む。

　誰もが地域でのまち美化清
掃を常日頃から実行するよう
に意識づけるため、市民に向
けて積極的に啓発活動を行
う。
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

実
績

達
成
率

― ―

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

―
職
員

0.30 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

261万 人 204万 人

達
成
率

352.7 ％ 275.7 ％

目
標

実
績

達
成
率

係
長

0.50

各企業が実証機
器の維持管理を
通じて製品開発
データの蓄積を
行った。

関連製品
市内企業売
上約70億
円、雇用70
人の創出

各企業が製品
開発へ向けて
実証を行った

職
員

1.00

7,838 67,298 23,250 1.00

地域経済の浮揚 ―

単年度の目
標設定なし

単年度の目
標設定なし

人

地域社会が参加す
るエネルギーコ
ミュニティの実現

―

Ｈ17年度市内一
般街区比CO2
50％削減

Ｈ17年度市内一
般街区比CO2
50％削減 Ｈ17年度市

内一般街区
比CO2

50％削減を
継続・維持
（H27年
度）

Ｈ17年度市内一
般街区比CO2
52.4％削減

40,000 人

Ⅴ-1-
(4)-①
省エネル
ギー（ネ
ガワッ
ト）の推
進

9
北九州スマート
コミュニティ推
進事業

水素
社会
創造
課

「北九州スマートコ
ミュニティ創造事業」
は、産学官民の英知と
志を結集し、基幹シス
テムとの協調の下、地
域エネルギーマネジメ
ントのあるべき姿を具
体化し、「ライフスタ
イル」「ビジネススタ
イル」、さらには、市
のまちづくりを変革す
ることで、低炭素社会
のあるべき社会構造を
構築するものである。

―

課
長

―

人

人

Ⅵ-1-
(1)-①

市民の力
で環境力
を高める
仕組みづ
くり

74万人
以上

（H28年
度）

21,772

市民・企
業・行政等
の交流によ
るネット
ワーク構築

と拡大

エコライフステー
ジ参加者数（単年
度）

142.4万人
（H24年
度）

市民・企業・行政
等の交流による
ネットワーク構築
と拡大

―

市民環境力支援
事業

環境
学習
課

　市民環境力の持続的
発展を目指し、環境モ
デル都市を推進する活
動への支援や、市民・
NPO、事業者など地域
社会を構成する各主体
が、情報を共有し、新
たな取り組みを生み出
し、発信・啓発する北
九州エコライフステー
ジ事業などを行う。

―

21,519

―

74万人以上 74万人以上

―

19,736

0.15

職
員

0.80

人

10,225 0.25

人

係
長

―

Ｈ17年度市内一
般街区比CO2
51.5％削減

地域エネルギー会
社の設立

回答者の
91％が省
エネ意識
を高めた

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

10

12

11 1.40

0.50

17,100

人
課
長

課
長

職
員

1.40

順調

順調

順調

　成果指標であるエコライフ
ステージ参加者数は、昨年度
を下回ったものの、目標を達
成したため｢順調」と判断。

　家庭用燃料電池の設備費用
補助件数は、上限の150件に
達した。活動としては、「順
調」と判断。

　北九州スマートコミュニ
ティ創造事業で設置した最先
端の省エネ設備を目標どおり
維持し、その結果、CO2 50％
削減を維持・継続できたこと
から、順調と判断した。

順調

順調

順調

　高効率火力発電所の建設工
事着手１件、環境アセスメン
ト完了１件、環境アセスメン
ト実施１件、計３件が進行
中。
　また、地域エネルギー会社
「株式会社北九州パワー」を
平成27年12月に設立したこと
から「順調」と判断。

　最先端省エネ設備の維持及
びCO2 50％削減について、目
標どおり達成していることか
ら、順調と判断した。

【評価理由】
　市が補助を行った家庭用燃
料電池（エネファーム）導入
は、前年度同様上限件数に達
し、家庭での地球温暖化対策
という観点から、一定の成果
を収めているため、「順調」
と判断。

【課題】
　市民の省エネ意識向上に向
けた取り組み。

【評価理由】
　発電事業者の立地促進につ
いて一定の成果を挙げてお
り、発電所の建設工事も着手
されている。また地域エネル
ギー会社「株式会社北九州パ
ワー」の設立も完了した。
低炭素・安定・安価なエネル
ギーを地域に供給する地域エ
ネルギー拠点化の取組が推進
されているため、「順調」と
判断。

【課題】
　引き続き、市内企業をはじ
めとする事業者との連係。

【評価理由】
　市民環境力の源である市
民・ＮＰＯ･企業等の情報発
信･交流の場であるエコライ
フステージの参加者数は、目
標数を超えた。
　このことから、市民の環境
意識、環境活動への意欲は高
いと考えられるため、｢順
調」と判断。

【課題】
　さらなる市民環境力の強化
のため、行事数の拡大と、最
小の経費で最大の効果を目指
す必要がある。

　引き続き、経費削減に取り
組みながら、市民環境力の向
上を目指して支援していく。

　設備価格が低下し、初期の
目的を達成したと判断し、平
成27年度を以って本事業は終
了となった。

　市民生活・産業活動といっ
た地域を支える観点から、低
炭素・安定・安価なエネル
ギーを地域に供給することを
目指し、さらなる検討を行な
う。

　H28年度より「次世代資
源・エネルギーシステム創生
事業」に統合。

新エネルギー等
設備導入支援事
業

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

本市は北九州市環境モデ
ル都市行動計画（北九州
グリーンフロンティアプ
ラン）を平成21年3月に
策定し、低炭素社会づく
りを目指している。
本事業は、家庭部門での
地球温暖化対策を推進す
るため、「家庭用燃料電
池（エネファーム）」を
設置する市民に対し、市
が設備費用の一部を補助
することで、当該設備の
導入を促進するととも
に、地域産業振興を推進
することを目的とする。
また、家庭での地球温暖
化防止に対する市民の意
識向上を図る。

・アンケー
ト実施

・稼働状況
報告実施

家庭での地球温暖
化防止のための市
民意識向上

・アンケー
ト実施

・稼働状況
報告実施

9,000 3,825

早期事業化
に向けた支

援実施

更なる検討

30,250

7,200

検討

―

7,200

8,000 6,256

H29年度当
初に提出

市域内
累積台
数1,135

台

―

順調

洋上風力発電・高
効率火力発電の立
地

―

更なる検討

―

市民一
人ひと
りが地
球温暖
化に向
けて行
動する
ように
なる。

人

人

係
長

検討

　東日本大震災を契機
とした電力不足・電気
料金値上げの問題を受
け、市民生活・産業活
動といった地域を支え
る観点から、低炭素・
安定・安価なエネル
ギーを地域に供給する
ことを目指し、本市の
新成長戦略の主要プロ
ジェクトとして「北九
州市地域エネルギー拠
点化推進事業」に取り
組んでいく。

H30年度
から火
力発電
の立地

会社設立

会社設
立

（H27年
度）

会社設立

―

順調

早期事業化
に向けた支

援実施

―

―

Ⅴ-1-
(4)-③ 
安定・安
価で賢い
エネル
ギー網の
構築

Ⅴ-1-
(4)-②
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成

地域エネルギー
政策推進事業

81



環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

実
績

45.1 kg

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

136
団
体

137
団
体

実
績

132
団
体

133
団
体

達
成
率

97.1 ％ 97.1 ％

目
標

実
績

495 ｇ

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

261万 人 204万 人

達
成
率

352.7 ％ 275.7 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

130,000 人 130,000 人
課
長

0.15 人

実
績

134,124 人 131,092 人
係
長

0.30 人

達
成
率

103.2 ％ 100.8 ％
職
員

0.60 人

75,836

0.15

16

Ⅵ-1-
(2)-① 
交流の場
づくりと
連携の強
化

75,910

北九州市の環境の取組
みの歴史を継承すると
ともに、本市の環境力
をさらに高めるため、
学習・情報発信・活動
の３つの機能を備え
た、環境学習拠点「環
境ミュージアム」及び
家庭での省エネ型のラ
イフスタイルを提案す
る「北九州エコハウ
ス」等の管理運営を行
う。

環境
学習
課

環境ミュージア
ム及び北九州エ
コハウス維持管
理業務

順調

　成果指標である利用者数が
目標値を上回っており、サ
ポーターとスタッフとの連携
を深めた環境学習体験も好評
を得ており、「順調」と判
断。

順調9,22575,633

循環
社会
推進
課

古紙リサイクル
推進事業

人

人

人

1.20

0.40

0.10

職
員

Ⅵ-1-
(1)-② 
地域コ
ミュニ
ティ活動
の支援

13

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取り組みを推進してい
く。

【評価理由】
　古紙流通量の減少やスー
パーでの店頭回収等により、
集団資源回収量は減少してい
るものの、古紙回収に取り組
むまちづくり協議会は年々増
加しており、地域で取り組む
家庭ごみの減量化に貢献して
いると考えられているため、
「順調」と判断。

【課題】
　家庭ごみとして出された古
紙のうち約半分を占める雑が
み対策。

順調

　集団資源回収等による古紙
回収量は減少しているが、家
庭ごみ混入量も減少してお
り、リサイクル率は増加して
いるため、「順調」と判断。

順調14,150238,900225,166

市民１人一日あた
りの家庭ごみ量

エコライフステー
ジ参加者数（単年
度）

　市民環境力の持続的
発展を目指し、環境モ
デル都市を推進する活
動への支援や、市民・
NPO、事業者など地域
社会を構成する各主体
が、情報を共有し、新
たな取組みを生み出
し、発信・啓発する北
九州エコライフステー
ジ事業などを行う。

一般廃棄物の減量化・
資源化促進のため、古
紙回収奨励金の交付等
を通じ、市民団体によ
る集団資源（古紙）回
収活動を支援する。

市民環境力支援
事業

環境
学習
課

単年度の目
標設定なし

21,519

254,038
係
長

課
長

人

職
員

0.40 人

人

506g
（H21年
度）

470g以下
（H32年
度）

9,716 9,410 9,410

― ―

19,736

３Rの意識の醸成 ―
３Ｒの
意識醸

成
―

―

74万人
以上

（H28年
度）

74万人以上

市民一人あたりの
年間古紙回収量

50.1kg
（H21年
度）

古紙回収に取り組
むまちづくり協議
会数

133団体
（H27年
度）

Ⅵ-1-
(1)-③ 
地域の環
境特性を
活かした
取組みの
推進

地域特性型（メ
ニュー選択方
式）市民環境活
動推進事業

循環
社会
推進
課

地域団体等が自主的に
活動する事業（剪定枝
リサイクル等）を支援
することにより、地域
における自主的な環境
活動の拡大と地域コ
ミュニティ活動の活性
化を図る。

55.2kg
（平成
32年
度）

全137団体
の参加

（毎年度）

単年度の目
標設定なし

142.4万人
（H24年
度）

―

単年度の目
標設定なし

―

―

集計中

集計中

495ｇ以下

―

職
員

0.80

人

人

―

―

課
長

―

74万人以上

10,225
係
長

0.25

4,575

課
長

0.05

係
長

0.10

環境ミュージアム
利用者数（単年
度）

134,124人
（H26年
度）

130,000人
（H30年度
まで毎年

度）

―

市民・企業・
行政等の交流
によるネット
ワーク構築と

拡大

市民・企業・行政
等の交流による
ネットワーク構築
と拡大

―

15

14

人

順調

順調 順調

　成果指標であるエコライフ
ステージ参加者数は、昨年度
を下回ったものの、目標を達
成しているため｢順調」と判
断。

　市民１人一日あたりの家庭
ごみ量が平成27年度の中間目
標を1年前倒しで達成してお
り、環境意識の醸成及び地域
コミュニティの活性化につな
がっていると考えられるた
め、「順調」と判断。

【評価理由】
　市民環境力支援事業につい
ては、市民環境力の源である
市民・ＮＰＯ･企業等の情報
発信･交流の場であるエコラ
イフステージの参加者数は、
目標数を超えた。このことか
ら、市民の環境意識、環境活
動への意欲は高いと考えられ
る。
　また、環境ミュージアム及
び北九州エコハウス維持管理
業務については、目標値を上
回る利用者が来館しており、
企画イベントの内容やスタッ
フとサポーターの連携による
環境学習体験が好評を得てい
るため、｢順調」と判断。

【課題】
　さらなる市民環境力の強化
のため、行事数の拡大と、最
小の経費で最大の効果を目指
す必要がある。
　また、利用者数は前年度か
らは若干減少しているものの
目標値は上回っていることか
ら、今後も活動の充実化を図
り地域の環境リーダーを育む
ため、環境ミュージアムス
タッフやその他ボランティ
ア・団体との協働、得意分野
等を活かし、活動を拡げる必
要がある。

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取り組みを推進してい
く。

　引き続き、経費削減に取り
組みながら、市民環境力の向
上を目指して支援していく。
　また、環境ミュージアム及
び北九州エコハウス維持管理
業務については、今後も東田
地区の近隣施設と連携した活
動の充実化を図り、地域の環
境リーダーを育むため、環境
ミュージアムスタッフやその
他ボランティア・団体との協
働、得意分野等を活かし、活
動の拡がりを目指す。

【評価理由】
　成果指標である市民１人一
日あたりの家庭ごみ量が平成
27年度の中間目標を1年前倒
しで達成している。地域の自
主的な環境活動の拡大によ
り、環境意識の醸成及び地域
コミュニティの活性化につな
がっていると考えられるた
め、「順調」と判断。

【課題】
　事業参加団体の増減による
実施体制の検討。

21,772
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

20.0 ％ 8.0 ％

実
績

4.1 ％ 5.5 ％

達
成
率

20.5 ％ 68.8 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

4,000 人 5,000 人
課
長

0.15 人

実
績

2,424 人 2,774 人
係
長

0.30 人

達
成
率

60.6 ％ 55.5 ％
職
員

0.25 人

目
標

実
績

達
成
率

―

目
標

実
績

達
成
率

―

目
標

課
長

0.30 人

実
績

65.7 ％ 67 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

― ％ - ％
職
員

0.30 人

環境未来都市広
報事業

20

Ⅵ-1-
(2)-③ 
環境情報
の収集・
整備・提
供

環境
学習
課

環境人財育成事
業

順調

　環境マスコットキャラク
ターの使用承認申請数が昨年
度より20件少ない63件に減少
したものの、環境未来都市選
定の認知度は向上しており、
一定の効果はあったものと推
測できるため、「順調」と判
断。

順調8,7005,4324,755

環境未来都市の認知度
の向上及び環境広報の
強化のため、環境マス
コットキャラクター
「ていたん」を活用し
た広報や、イベント等
でのPRを継続して行
う。

総務
課

　小学校受検が増加し、総受
検数は昨年度実績を上回った
が、成果の指標の目標値には
届いてないため、「やや遅
れ」と判断。

やや
遅れ

6,60021,50014,55316,019

　市民一人ひとりが環
境との関わりを理解
し、より良い環境・地
域づくりへの意識を
もって行動を起こすこ
とのできる環境人財を
育むため、「環境首都
検定」をはじめとする
施策に取組む。

2,542 2,900

順調

【評価理由】
　ESDの認知度は目標を下
回っているため今後も市民に
対して普及・啓発が必要だ
が、平成27年度は北九州ESD
アクションプラン策定、産学
官民の連携強化、推進体制の
整備など、多くの取組を実施
し、北九州のESDの新たなス
タートを切れた。
　また、環境人財育成事業に
ついては、環境首都検定団体
受検の増加を目指し、継続的
に学校関係を中心に啓発やPR
活動を行った結果、小学校受
検が増加してきている。小学
校以外の団体受検も増加し、
総受検者数は、前年を上回っ
ている。
　さらに、OECD北九州レポー
トを活用したグリーン成長推
進事業については、広報ツー
ルであるパンフレットの改
訂、多言語化を実施し、国内
外での広報に積極的に活用し
たことから、総合的に｢順
調」と判断した。

【課題】
　環境未来都市の実現を目指
し、その基盤となる持続可能
なまちづくりに向けて、ESD
活動の全市的普及を強化する
必要がある。
　環境首都検定については、
啓発やＰＲ活動の機会をさら
に増やすなど、小学校受検と
ともに一般受検者も増加する
よう工夫する必要がある。
　OECD北九州レポートを活用
したグリーン成長推進事業に
ついては、広報機会の拡大が
課題である。

  認知度については、全国水
準と同程度ではあるものの、
高い水準にあるとは言えない
状況である。
　一方で平成27年度は、北九
州ESD協議会を中心に産学官
民が協働で、北九州地域のあ
らゆる主体にESDを普及させ
るための5年間の行動計画
「北九州ESDアクションプラ
ン」を策定するとともに、
ESD普及のための推進体制の
整備に取組んでおり、全市を
挙げてのESD普及の基盤がで
きたことから、総合的には
「順調」と判断。

　平成27年度は、国内外での
広報ツールとして、レポート
概要パンフレット（日本語）
の内容をより充実させ、さら
にパンフレットの英語、中国
語、韓国語版を発行し、市民
向けの広報機会での配布や、
海外からの来客への配布を実
施した。国際会議等での情報
発信については、グリーン成
長に関するテーマでの発表等
の機会はなかったが、本市の
環境政策を紹介する際に、グ
リーン成長について紹介する
などを行い、PRに努めた。そ
のため「順調」と判断した。

アンケート調査に
おけるＥＳＤ認知
度

OECD北九州レ
ポートを活用し
たグリーン成長
推進事業

―

さまざまな
機会を活用
し、レポー
トの内容の
PRを図る

0.10

0.10

人

5,605
80.0％
（H28年
度）

1,217

市民向けパン
フレットの改

訂

市民向けの
広報活動を
充実させ、
市民への周
知および理
解度の向上

を図る

アンケート調査に
おける環境未来都
市選定の認知度

67.0%
（H27年
度）

「市民環境力」の
向上及び今後の政
策実行への積極的
な関与

レポート概要
パンフレット
の英語・中国
語・韓国語版

の発行

主要な国
際会議へ
の参加

―

レポート概要
パンフレット
の多言語化

環境
国際
戦略
課

平成25年にOECDより出
版された「北九州のグ
リーン成長」（北九州
レポート）での本市へ
の提言を実行するた
め、レポートに関する
情報発信を行い、今後
のグリーン成長のため
の重要な基盤となる
「市民環境力」のさら
なる向上を目指す。

―

北九州市環境首都
検定の受検者数

2,424人
（H26年
度）

―

人

職
員

市民意見を反
映させたパン
フレットの作

成

OECD北九州レポー
トを活用した本市
の施策等のPR

市民向けパン
フレットの発

行

20.0%
（H36年

度)

16,062 14,556 13,950

市民向け
広報活動
の充実

0.30

市民のESD活動の認
識の向上と活動の
普及

―

4.1%
（H23年

度)

認識の
向上と
活動の
普及

―

課
長

―

Ⅵ-1-
(2)-② 
あらゆる
主体によ
る環境政
策への参
加の推進

ＥＳＤ活動支援
事業

環境
学習
課

　持続可能な社会の構
築を図るため、国連な
ど世界規模で進められ
ている「持続可能な開
発のための教育（ＥＳ
Ｄ）」を、北九州ESD
協議会を中心に、市
民、企業、大学等と連
携しながら推進する。
具体的には、あらゆる
人々が地域等における
様々な課題に気付き、
つながり、既に実践し
ている活動等にESDの
視点を加えて、暮らし
や社会のあり方等を変
えていく人づくり・学
びあいの場づくりを進
める。

18

係
長

0.60

―

―

17

19

人

人

課
長

人

係
長

0.10

0.60
職
員

人

順調

順調

【評価理由】
　環境未来都市選定の認知度
は徐々に向上しており、地道
な活動（イベントへの参加
等）の結果と推測できるた
め、「順調」と判断。

【課題】
　環境マスコットキャラク
ターの認知度と環境未来都市
選定の認知度がうまく連動し
ていない。

  「北九州ESDアクションプ
ラン」を基に、ESDのさらな
る理解及び普及促進のため、
既存のESD活動の継続・強化
に加え、北九州地域全体で
ESDを推進するための体制整
備、市民を巻き込む新たな取
組みの創出を図る。
　環境人材育成事業について
は、小学校受検の拡大を中心
に、一般を含む団体受検の増
加に取り組み、受検者の増加
を目指す。
　OECD北九州レポートを活用
したグリーン成長推進事業に
ついては、引き続き、機会を
捉えた国内外でのレポート普
及、情報発信を推進してい
く。

　環境マスコットキャラク
ターを通じて、環境未来都市
選定の認知度を高める仕掛け
づくりの検討。

450

17,441

―

5,500人
（H28年
度）

単年度目
標設定な
し

単年度目
標設定な
し

国連主催
会議等へ

参加
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

― ％ ％
職
員

0.40 人

目
標

579,000
千
円

579,000
千
円

実
績

486,405
千
円

640,783
千
円

達
成
率

84.0 ％ 110.7 ％

目
標

150 件 150 件

実
績

92 件 130 件

達
成
率

61.3 ％ 86.7 ％

目
標

22 件 28 件
課
長

0.03 人

実
績

27 件
係
長

0.20 人

達
成
率

122.7 ％ ― ％
職
員

0.30 人

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

北九州市役所環
境・エネルギー
プロジェクト推
進事業

21

集計中23

新規性、独自性に優れ
た環境技術の研究開発
費の一部助成により、
中小企業をはじめとし
た地元企業等に技術開
発の機会を提供すると
ともに、本市における
環境分野の技術の集積
を促す。

H22年度総
エネルギー
使用量実績
（原油換算
89,599kl)

　平成２７年度実績を集計中
であるが、夏季の節電結果が
順調（例：事務所系施設の総
電力量、H22年度比で33.3％
削減）であることから、現時
点では「順調」と判断。

順調6,1509,5727,3879,728

環境モデル都市として
の市役所の率先垂範を
実践するため、また、
省エネ法及び温対法の
規制へ対応するため、
平成２３年度から本事
業により市役所の環
境・エネルギー対策と
して、省エネ・節電を
推進する。また、市民
等に省エネ・節電を広
く浸透させる。

前年度比
１％減

　前年度に引き続き、市民や
企業に対し、省エネ・節電の
取組みについて働きかけを行
うとともに、市有施設の省エ
ネ計画策定を行う。

　補助金活用件数は目標に達
しなかったものの、省エネ投
資額が目標を上回っているこ
とから、１件あたり投資額が
大きく、節電効果も高いこと
が見込まれるため「順調」と
判断。

順調

　平成27年度事業化調査 で
の事業化率は38%である。(一
般的な研究開発助成の事業化
率は、10%程度)
　また、各年の採択状況も目
標値を超えているため、「順
調」と判断。

本助成事業で助成
した研究開発の事
業化数

4,595

27件
（H26年
度）

H32年度
までに
累計34

件

50,588 46,235 53,478

Ⅵ-2-
(2)-② 
低炭素社
会に貢献
する技術
開発、製
品・サー
ビス提供
拠点の形
成

環境未来技術開
発助成事業

環境
産業
推進
課

H32年度まで
にH22年度比

10％減
（H22年度実
績　原油換算
89,599kl）

集計中

前年度比
１％減

前年度比
3%減

22

課
長

順調

順調

順調

【評価理由】
　累計事業化率が38%と他の
研究開発助成に比べ大変高い
数値であるため、「順調」と
判断。

【課題】
　次世代資源循環型産業拠点
形成は、「北九州市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」の
一つであり、今後、更に市内
企業等支援に注力していく必
要がある。

　産業界においては、依然研
究開発意欲が高い。（平成28
年度、環境未来技術開発助成
事業の応募件数は、20件。昨
年応募件数は21件）
　旺盛な研究開発ニーズに対
して効果的に助成を行うとと
もに国等の研究開発予算の活
用を進める。

【評価理由】
　北九州市役所環境・エネル
ギープロジェクト推進事業に
ついては、平成27年度実績を
集計中であるが、夏季の節電
結果が順調であることから、
CO2削減に向けた取り組みを
進めた成果が見込まれる。
また、中小企業省エネ設備導
入促進事業については、省エ
ネ投資額が昨年度に比べ増加
し、一定の成果を収めている
ため、総合的に「順調」と判
断。

【課題】
　市民参加率を高めるための
効果的な方法や、事業者の多
様なニーズをいかに取り込
み、申請事業者を増やしてい
くかが課題。

人

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

　工場や事業所におけ
る一層の省エネルギー
対策を推進するため、
省エネ設備や新エネ設
備を設置する市内の中
小企業等に対し、設置
費用の一部を補助する
事業を実施。

補助金活用件数
（件）

92件
（H26年
度）

150件
（毎年
度）

185,401 138,853 4,825200,000

省エネ投資額（千
円）

486,405千円
（H26年度）

579,000千円
（毎年度）

市有施設のエネル
ギー
消費原単位の改善

Ⅵ-2-
(2)-① 
市民・企
業などに
よるCO2
削減

中小企業省エネ
設備導入促進事
業

0.05

係
長

人

職
員

0.30 人

0.20
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

実
績

45.1 kg 集計中 ㎏

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

136
団
体

137
団
体

実
績

132
団
体

133
団
体

達
成
率

97.1 ％ 97.1 ％

目
標

実
績

495 ｇ 集計中 ｇ

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

495 ｇ

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

495 ｇ

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

26.3 ％

達
成
率

― ％ ― ％

―

―

一般廃棄物の減量化・
資源化促進のため、古
紙回収奨励金の交付等
を通じ、市民団体によ
る集団資源（古紙）回
収活動を支援する。

人

人

人

1.20

―

495ｇ以下

古紙回収に取り組
むまちづくり協議
会数

506g
（H21年
度）

集計中

集計中

集計中

30.4％
（H21年
度）

―

14,150238,900225,166

順調

順調

　平成27年度から市民団体
「生ごみコンポストアドバイ
ザーの会」が生ごみリサイク
ル講座を運営。より地域に根
ざした活動が定着してきた。
また、新たな食品ロス削減の
取組み「残しま宣言運動」を
開始し、市民の環境意識の熟
成に繋がっていると考えられ
るため、「順調」と判断。

　市民１人一日あたりの家庭
ごみ量が平成27年度の中間目
標を1年前倒しで達成してお
り、環境意識の醸成及び地域
コミュニティの活性化につな
がっていると考えられるた
め、「順調」と判断。

　集団資源回収等による古紙
回収量は減少しているが、家
庭ごみ混入量も減少してお
り、リサイクル率は増加して
いるため、「順調」と判断。

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取り組みを推進してい
く。

254,038

市民１人一日あた
りの家庭ごみ量

―３Rの意識の醸成

３Ｒの意識醸成

506g
（H21年
度）

市民１人一日あた
りの家庭ごみ量

市民１人一日あた
りの家庭ごみ量

市民一人あたりの
年間古紙回収量

一般廃棄物のリサ
イクル率

Ⅵ-3-
(1)-② 
適正な廃
棄物の処
理

「北九州市循環
型社会形成推進
基本計画」推進
事業

循環
社会
推進
課

循環型社会を形
成するための環
づくり支援事業

循環
社会
推進
課

循環
社会
推進
課

古紙リサイクル
推進事業

単年度の目
標設定なし

―
職
員

係
長

4,520 5,700

職
員

係
長

0.05

8,825

2,325

課
長

35.0％
以上

（H32年
度）

470g以下
（H32年
度）

01,435 473

人

係
長

0.10

0.10

本市では、「北九州市
循環型社会形成推進基
本計画」（本市の一般
廃棄物処理計画）を策
定し、ごみの減量化・
資源化、適正処理の推
進等を行っている。本
事業では本市のごみ処
理に関する現状を分析
し、より効果的・効率
的な施策や啓発・広報
の方法の検討を行う。

32.5％以上

495ｇ以下

単年度目
標なし

人

人

課
長

0.05

0.70

係
長

9,410 4,575

３Ｒ意識
の醸成

6,199

9,410

470g以下
（H32年
度）

470g以下
（H32年
度）

「使い切り、食べ切
り、水切り」の「３切
り運動」及び食べもの
の「残しま宣言運動」
の推進、生ごみリサイ
クル講座等の実施によ
り生ごみの減量化・資
源化を推進する。

地域団体等が自主的に
活動する事業（剪定枝
リサイクル等）を支援
することにより、地域
における自主的な環境
活動の拡大と地域コ
ミュニティ活動の活性
化を図る。

―

―

―

495ｇ以下

―

単年度の目
標設定なし

0.05 人
506g

（H21年
度）

―
３Ｒの意
識醸成

9,716

課
長

職
員

人

―

0.40

0.10

職
員

課
長50.1kg

（H21年
度）

55.2kg
（平成
32年
度）

133団体
（H27年
度）

全137団体
の参加
（毎年
度）

単年度の目
標設定なし

Ⅵ-3-
(1)-① 
市民環境
力による
３Ｒ活動
の推進

地域特性型（メ
ニュー選択方
式）市民環境活
動推進事業

循環
社会
推進
課

26

― ―

単年度の目
標設定なし

単年度の目
標設定なし

27

24

25 0.10 人

人

人

0.40

人

0.30

順調

順調

　市民1人一日あたりのごみ
量が平成27年度の中間目標を
1年前倒しで達成しており、
「順調」と判断。

順調

順調

【評価理由】
　市民１人一日あたりの家庭
ごみ量が平成27年度の中間目
標を1年前倒しで達成してお
り、古紙回収に取り組むまち
づくり協議会も増加してい
る。
　「残しま宣言運動」などの
新たな取組みや、市民団体と
の協働によるリサイクル講座
の実施など、地域社会と連携
を図りながら、市民環境力に
よる３Ｒ活動の推進に取り組
んでおり、一定の成果を果た
しているため、「順調」と判
断。

【課題】
　市民一人ひとりの更なる３
Ｒの意識醸成。

【評価理由】
　市民1人一日あたりのごみ
量が平成27年度の中間目標を
1年前倒しで達成しており、
「順調」と判断。

【課題】
　事業系ごみの増加等により
リサイクル率が低下してい
る。

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取り組みを推進してい
く。
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

3 件 3 件

実
績

4 件 5 件

達
成
率

133.3 ％ 166.7 ％

目
標

2 件

実
績

1 件

達
成
率

50.0 ％

目
標

5
億
円

5
億
円

実
績

9
億
円

10
億
円

達
成
率

180.0 ％ 200.0 ％

目
標

100,000 人 100,000 人

実
績

100,332 人 100,893 人

達
成
率

100.3 ％ 100.9 ％

目
標

1 件
課
長

0.02 人

実
績

2 件
係
長

0.05 人

達
成
率

200.0 ％ ― ％
職
員

0.10 人

目
標

22 件 28 件
課
長

0.03 人

実
績

27 件
係
長

0.20 人

達
成
率

122.7 ％ ― ％
職
員

0.30 人

集計中

集計中

1件
（H27年度

末）

100,332人
（H26年
度）

本助成事業で助成
した研究開発の事
業化数

優良産廃処理業者
の認定件数（単年
度）

優良排出事業者の
認定件数（単年
度）

Ⅵ-3-
(2)-② 
環境分野
における
技術開発
の促進

環境未来技術開
発助成事業

H32年度
までに
累計34

件

北九州エコタウ
ン事業

環境
産業
推進
課

資源循環型社会の実現
に向けて、環境産業の
集積化と環境・エネル
ギー技術開発の拠点化
を図るため、企業支援
や国等関係機関との協
議のほか、貸付用地の
維持管理を行う。

31

10万人
（毎年
度）

ｴｺﾀｳﾝ視察者数
（単年度）

環境
産業
推進
課

環境未来技術開発助成
事業に「事業化チャレ
ンジ枠」を設け、事業
化目前の研究開発に対
する手厚い支援により
早期の事業化を図る。
また、本市環境産業の
新たな展開を図り、本
市の新成長戦略にも位
置付けられる次世代資
源循環型産業拠点の形
成を推進し、ひいては
市内経済の活性化や、
税収の確保、雇用の拡
大等に繋げていく。

27件
（H26年
度）

環境
産業
推進
課

新規性、独自性に優れ
た環境技術の研究開発
費の一部助成により、
中小企業をはじめとし
た地元企業等に技術開
発の機会を提供すると
ともに、本市における
環境分野の技術の集積
を促す。

H32年度
までに
累計2件

4,59546,235 53,47850,588

職
員

14,600 1,48015,000

人

人

3件
（毎年
度）

0.40

人
係
長

7億円
（毎年
度）

9億円
（H26年
度）

29 13,314 10,466

ｴｺﾀｳﾝ事業による投
資額
（単年度）

2件
（H26年
度）

課
長

38,250
係
長

2件
（毎年
度）

10,668 7,849

4件
（H26年
度）

職
員

Ⅵ-3-
(1)-③ 
産業廃棄
物排出量
の減量化

28
産業廃棄物処理
推進事業

産業
廃棄
物対
策課

産業廃棄物の適正処
理・３Ｒを推進するた
め、優れた排出事業
者・処理業者への認定
やインセンティブ付
与、排出・処理動向や
将来見通しの分析・公
表、産業廃棄物３Ｒ・
適正処理講習会等を活
用した適正処理・３Ｒ
情報の普及啓発を実施
する。

14,207

4,57512,583

1.00 人

人

3.00

人

0.10

0.50

課
長

0.05

順調

順調

順調

順調

　平成27年度事業化調査 で
の事業化率は38%である。(一
般的な研究開発助成の事業化
率は、10%程度)
　また、各年の採択状況も目
標値を超えているため、「順
調」と判断。

　投資額、視察者数とも単年
度目標を上回っており、「順
調」と判断。

　優良産廃処理業者の認定件
数が成果指標の目標を達成し
ている。また、北九州市産業
廃棄物3R適正処理推進講習会
を開催するとともに、市内産
業廃棄物動向を分析して、同
講習会で産廃処理業者に対し
て周知することで、産業廃棄
物の適正処理・3Rに関する情
報の普及啓発という事業目的
は達成したと考えられるた
め、「順調」と判断。

順調

　平成27年度の事業化調査は
平成28年度末に結果が判明す
るため、集計中である。研究
は計画通り進捗しており、事
業化可能性が高いと、研究者
から報告を受けているため、
「順調」と判断。

【評価理由】
　優良産廃処理業者の認定件
数が成果指標の目標を達成し
ている。また、講習会におい
ては、業界の有力講師による
法改正に関する講演や、消防
局とタイアップして防災の視
点からの講演を行うことで、
適正処理・排出の普及啓発と
いう目的は達成したと考えら
れるため、「順調」と判断。

【課題】
　優良産廃処理業者・排出事
業者の育成。
　市内産業廃棄物の動向に関
するデータを新しくする。

順調

順調

【評価理由】
　エコタウンの投資額、視察
者数とも順調に推移してお
り、また、目標以上の研究
テーマが採択（目標1件、実
績2件）され、研究も順調に
終了したため、「順調」と判
断。

【課題】
　H27年度をもって次世代資
源循環型産業拠点形成推進事
業は終了したが、環境未来技
術開発助成や国等の予算を活
用しながら「次世代資源循環
型産業拠点形成」を図ってい
く。

【評価理由】
　累計事業化率が38%と他の
研究開発助成に比べ大変高い
数値であるため、「順調」と
判断。

【課題】
　次世代資源循環型産業拠点
形成は、「北九州市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」の
一つであり、今後、更に市内
企業等支援に注力していく必
要がある。

Ⅵ-3-
(2)-① 
次世代資
源循環型
産業拠点
の形成

　北九州エコタウン全体のさ
らなる発展を目指し、引き続
き事業を推進する。

　前年度に引続き、市内の産
業廃棄物処理業者・排出事業
者に対して適正処理・３Rの
考え方についての普及・啓発
を行うとともに優良なものを
認定・表彰することにより業
界全体の意識向上を図る。

　産業界においては、依然研
究開発意欲が高い。（平成28
年度、環境未来技術開発助成
事業の応募件数は、20件。昨
年応募件数は21件）
　旺盛な研究開発ニーズに対
して効果的に助成を行うとと
もに国等の研究開発予算の活
用を進める。

18,200

本助成事業で助成
した研究開発の事
業化数
（累計：事業化
チャレンジ枠分）

2件
（H26年
度）

30
次世代資源循環
型産業拠点形成
推進事業
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

実
績

26.3 ％

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

2,000 人 2,000 人

実
績

約2,000 人 約2,000 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

469,000 本 536,000 本

実
績

625,954 本 657,903 本

達
成
率

133.5 ％ 122.7 ％

目
標

2,000 人 2,000 人

実
績

約
2,000

人
約

2,000
人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

469,000 本 536,000 本

実
績

625,954 本 657,903 本

達
成
率

133.5 ％ 122.7 ％

17,846 20,650

課
長

係
長

環境首都100万本植
樹プロジェクト推
進（累計）

自然環境保全活動
参加者数（イベン
ト等の延べ参加者
数）

環境首都100万本植
樹プロジェクト推
進（累計）

自然環境保全活動
参加者数（イベン
ト等の延べ参加者
数）

職
員

Ⅵ-3-
(3)-③ 
環境に配
慮する消
費者(グ
リーンコ
ンシュー
マー)活
動の推進

625,954本
（H26年
度）

493

30.4％
（H21年
度）

―

436

0.75 人

17,524

毎年度
2,000人

H35年度
までに
累計100
万本植

樹

20,65017,846

16,195

16,195

人

係
長

0.75 人

職
員

1.60 人

0.05

順調

Ⅵ-4-
(1)-② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

生物多様性戦略
推進事業

環境
科学
研究
所

都市と自然との共生を
基本理念とし、「都市
のなかの自然、自然の
なかの都市」の実現の
ため、豊かな自然環境
と生物の多様性を保ち
つつ、新たな産業都市
として持続的な発展が
可能な都市づくりを目
指す。

0.20

職
員

1.60

係
長

7,825

課
長

Ⅵ-4-
(1)-① 
多様な自
然環境・
生物多様
性の保全

生物多様性戦略
推進事業

環境
科学
研究
所

都市と自然との共生を
基本理念とし、「都市
のなかの自然、自然の
なかの都市」の実現の
ため、豊かな自然環境
と生物の多様性を保ち
つつ、新たな産業都市
として持続的な発展が
可能な都市づくりを目
指す。

３Ｒ活動推進事
業

33

循環
社会
推進
課

事業所に対する一般廃
棄物の減量化等の推進
及び３Ｒ活動を行う団
体等の表彰により、３
Ｒ活動の推進を図る。

――

単年度の
目標なし

――

ごみの減量やリサ
イクルなどの３Ｒ
活動の推進

―
３Ｒ意識
の醸成

H35年度
までに
累計100
万本植

樹

17,524

単年度目
標なし

毎年度
2,000人

―

0.10 人

0.10

人

32

34

35.0％
以上

（H32年
度）

一般廃棄物のリサ
イクル率

　2,000人
（毎年
度）

　2,000人
（毎年
度）

人

990

0.70

人

課
長

人

順調

順調

　自然ネットだより等を活用
し、自然環境保全活動の周知
を行った結果、多くの人に参
加してもらうことが出来た。
　また、環境首都100万本植
樹プロジェクトによる植樹本
数について、平成27年度は
31,949本と目標の67,000本に
届かなかったものの、プロ
ジェクト全体としては、順調
に推移しているため、「順
調」と判断。

　自然ネットだより等を活用
し、自然環境保全活動の周知
を行った結果、多くの人に参
加してもらうことが出来た。
　また、環境首都100万本植
樹プロジェクトによる植樹本
数について、平成27年度は
31,949本と目標の67,000本に
届かなかったものの、プロ
ジェクト全体としては、順調
に推移しているため、「順
調」と判断。

　事業所に対しごみ減量に関
する講習会を開催したことに
より、ごみ減量意識を高める
取り組みを行った。
　また、市民による３Ｒ推進
活動の輪が広がっており、３
Ｒ意識の向上が進んでいるた
め、「順調」と判断。

【評価理由】
　自然環境保全に関する取り
組みに対し多くの人に参加し
てもらうことが出来た。ま
た、環境首都100万本植樹プ
ロジェクトによる緑化も順調
に進んでいることから、「順
調」と判断。

【課題】
　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ団体の自主
的な活動が不可欠であるた
め、市は継続的にその支援を
して活性化を図りたい。

　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ地域団体の
自主的な活動が不可欠である
ため、継続して市民やボラン
ティア団体などと協働して自
然環境保全活動を進めてゆ
く。

　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ地域団体の
自主的な活動が不可欠である
ため、継続して市民やボラン
ティア団体などと協働して自
然環境保全活動を進めてゆ
く。

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取り組みを推進してい
く。

【評価理由】
　事業者への講習会の開催、
３Ｒ活動推進表彰を通じて、
事業者や市民の日常生活に３
Ｒ活動が定着してきており、
環境に配慮する消費者（グ
リーンコンシューマー）活動
の推進は進んでいると考えら
れるため「順調」と判断。

【課題】
　今後も継続的な啓発活動が
必要。
　また、一般廃棄物大量排出
事業者や大規模事業者などの
リサイクル向上を図るため、
引き続き事業所に対して必要
に応じて訪問調査等が必要と
考える。

【評価理由】
　自然環境保全に関する取り
組みに対し多くの人に参加し
てもらうことが出来た。ま
た、環境首都100万本植樹プ
ロジェクトによる緑化も順調
に進んでいることから、「順
調」と判断。

【課題】
　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ団体の自主
的な活動が不可欠であるた
め、市は継続的にその支援を
して活性化を図りたい。

順調

順調

順調

625,954本
（H26年
度）

集計中
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

2,000 人
課
長

0.10 人

実
績

約
2,000

人
係
長

0.25 人

達
成
率

100.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

76 t 78 t
係
長

1.10 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

―

企業の法令
順守の徹底

―

47,455 6,650

改善命令
０件

6,075

15,550

17,657

本市の豊かな自然環境
の保全など、様々な自
然分野の取り組みを推
進するため、生物多様
性基本法に規定される
地域戦略として策定し
た「北九州市生物多様
性戦略」の主要プロ
ジェクトに位置づけて
いる響灘ビオトープの
運営管理等を行う事業
である。絶滅危惧種な
ど希少な動植物が５０
０種類以上も生息する
生物の楽園を保全しつ
つ、市民が見て触れ
て、自然生態系の仕組
みや生物多様性の重要
性などが学習できる施
設として運営を行う。

廃棄物の不法投棄
量（単年度）

15,32616,305

１６０ｔ
以下

47,130

Ⅵ-4-
(1)-③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

48,071

自然環境保全活動
参加者数（イベン
ト等の延べ参加者
数）

2,000人
（毎年
度）

毎年度
2,000人

環境
科学
研究
所

０件―

17,657 10,887
大気環境
の適正な

把握

―

―

―

―

―

―

―

35

企業の法令順守の
徹底

大気環境の適正な
把握

響灘ビオトープ
運営等事業

環境対策事業
環境
監視
課

―

―

0.90

産業
廃棄
物対
策課

　市内の産業廃棄物の
不法投棄の未然防止や
拡大防止を目的とし、
監視パトロール、監視
カメラ整備、市民通報
員の活用により、早期
発見・早期撤去を進め
るとともに、警察と連
携して実行者へ厳しく
対処する。

現状の
環境を
保全

― ―

―

人

―

現状の環境を保全

8,325

76ｔ
(H26年
度)

１６０ｔ
以下

課
長

係
長

職
員

66,095

0.05 人

人0.10

大気汚染防止法22条の
規定に基づく環境大気
汚染状況の常時監視を
行うため、公害監視セ
ンターと市内21ヶ所に
設置した常時監視測定
局から成る測定網を整
備する。常時監視結果
を本市の環境保全の推
進に役立てるととも
に、大気環境の現状把
握に努める。

不法投棄防止事
業

Ⅵ-4-
(2)-① 
生活環境
保全対策
の推進

38

36

大気汚染常時監
視システム整備
保守事業

環境
監視
課

環境法令に基づき、大
気汚染や水質汚濁、騒
音・振動の監視測定
（環境モニタリング）
などを行い、環境質の
現状を把握し、維持・
向上に努める。また、
市内企業を対象に、環
境モニタリング結果等
を共有し、環境保全を
一層促進するため、環
境モニタリングの結果
や環境法令の概要、ま
た不適正事案の防止策
等に関するセミナーを
実施する。

37

順調

順調

順調

順調

　イベントの実施やガイドツ
アーの開催など、市民の環境
に対する意識を高めるきっか
けとなる場を提供できたこと
から、「順調」と判断。

順調

　更新計画に基づき、効果的
に測定環境を整備し、正確な
測定を継続実施したため、
「順調」と判断。

　不法投棄防止事業について
は、前年度の取り組みを継続
してパトロールを実施すると
ともに、不法投棄情報の効果
的な運用を図る。
　大気汚染常時監視システム
整備保守事業については、計
画通り測定網を保守し大気環
境の適正把握に努めるととも
に、課題解決に向け、保守の
方法について見直しを行う。
　環境対策事業については、
良好な環境維持に向け継続し
て行うこと、また、市内企業
を対象に環境保全に関するセ
ミナーを実施する。

　指定管理者制度による民間
活力を利用し、市民と自然と
のふれあいの場となる環境学
習施設として継続的な運営を
行う。

　市による不法投棄物の処理
量について目標を達成してお
り「順調」と判断。

　大気、水質、騒音、振動に
ついてモニタリング計画を立
て、測定を実施し、現状の環
境の保全につながっているた
め、「順調」と判断。

【評価理由】
　不法投棄防止を目的とした
パトロールなどを本施策を通
じて進めており、近年は不法
投棄量も減少している。
　また、大気汚染、水質汚
濁、騒音振動等の監視測定を
行い、本施策を通じてきめ細
かな対応を着実に進めてお
り、生活環境保全対策の推進
が図られているため、「順
調」と判断。

【課題】
　不法投棄件数は減少傾向に
あるが、依然見られる。ま
た、大気汚染常時監視測定網
の整備・保守を今後も継続す
る必要がある。

順調

【評価理由】
　響灘ビオトープにおいて、
市民の環境に対する意識を高
めるきっかけとなる場を提供
できたことから、「順調」と
判断。

【課題】
　指定管理者制度導入施設と
して、民間活力を利用し、環
境学習施設として内容の充実
を図りたい。

61,428

15,127

――

―

160ｔ以下
（H27年
度）

61,726
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

111.7 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

505 t 551 t
係
長

0.10 人

達
成
率

210.4 ％ 109.1 ％
職
員

0.20 人

目
標

7 台

実
績

8 台

達
成
率

114.3 ％

目
標

8.3 t

実
績

9.4 t

達
成
率

113.3 ％

目
標

1
箇
所

2
箇
所

課
長

0.10 人

実
績

1
箇
所

2
箇
所

係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

243 件 292 件
係
長

0.80 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

4.00 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.60 人

自動車から排出される
CO２削減のため、企業
内でのエコドライブ活
動を支援するとともに
市民へのエコドライブ
の普及啓発を図る。

温暖
化対
策課

エコドライブ推
進事業

40

温暖
化対
策課

ノーマイカー普
及戦略事業

39

　エコドラ北九州プロジェク
ト参加事業者数（目標63社、
実績94社）、実施によるCO2
削減量ともに目標値を達成し
ているため、「順調」と判
断。

順調3,650639245

3,650238160415

過度なマイカー利用を
抑制し、環境にやさし
い公共交通機関の積極
的な利用を促進する。

639

4,650

　ノーマイカーデー実施企業
数（目標79社、実績79社）、
実施によるCO2削減量ともに
目標値を達成しているため、
「順調」と判断。

順調

人

人

人

0.20

0.20

0.10

職
員

係
長

課
長

地球温暖化の原因であ
るCO2をまったく排出
しない「究極のエコ
カー」といわれる燃料
電池自動車（FCV）を
市内に普及させるた
め、車両購入費の一部
助成を行う。

Ⅵ-4-
(2)-② 
自動車環
境対策の
推進

41

市内における燃料
電池自動車の普及
台数（累計）

―

燃料電池自動車
導入助成事業

水素
社会
創造
課 水素燃料自動車へ

転換した場合のＣ
Ｏ２削減量（累
計）

エコドラ北九州プ
ロジェクト参加事
業者のCO２削減量
（単年度）

17,657

5,000

H32年度
までに5
箇所

―

10,887 6,075― 17,657
大気環境の適正な
把握

―

―

―

―

―

公害に関する苦
情・要望件数（単
年度）

243件
（H26年
度）

380件以下
（H27年
度）

19,920

Ⅵ-4-
(2)-④ 
越境大気
汚染対策
の推進

大気汚染常時監
視システム整備
保守事業

環境
監視
課

大気汚染防止法22条の
規定に基づく環境大気
汚染状況の常時監視を
行うため、公害監視セ
ンターと市内21ヶ所に
設置した常時監視測定
局から成る測定網を整
備する。常時監視結果
を本市の環境保全の推
進に役立てるととも
に、大気環境の現状把
握に努める。

42

19,428

1箇所
(平成26
年度）

380件以下

水素ステーション
の設置件数(累計)

23,921

33,400 29,614

Ⅵ-4-
(2)-③ 
事業者の
公害防止
に対する
環境管理
の強化

工場・事業場監
視事業

環境
監視
課

市内の工場・事業場に
対し、大気汚染防止
法・水質汚濁防止法等
に基づいて、立入検査
及び排ガス・排水中の
規制項目に関する測定
を実施し、事業者の環
境法令の遵守を監視す
るとともに、環境管理
の取り組みを促進する
よう促す。また、一般
市民からの公害関係苦
情・要望を受け、発生
源指導を行う。

水素供給拠点形
成事業

水素
社会
創造
課

国と連携した水素タウン
次期実証の実現に向けて
関係企業及び省庁への働
きかけを実施する。ま
た、水素エネルギーが便
利で身近なものであるこ
とを市民に理解してもら
えるよう、啓発事業を実
施する。

前年度
水準を
維持

（毎年
度）

ノーマイカーデー
実施によるCO２削
減量（単年度）

前年度水準
(505t)
を維持

前年度水準
(200t)
を維持

200t
（H26年
度）

200t

Ｈ31年
度まで
に市内
で300台

H31年度
までに
354t

前年度
水準を
維持

（毎年
度）

43

44

―

38,575

1,444 4,650

―

大気環境の
適正な把握

前年度水準
(240ｔ）
を維持

505t
（H26年
度）

200t

380件以下

前年度水準
(179t）
を維持

順調

順調

順調

順調

　更新計画に基づき、効果的
に測定環境を整備し、正確な
測定を継続実施したため、
「順調」と判断。

　工場・事業場に対する立入
検査、測定を実施するととも
に、事業者の環境法令遵守を
監視し、環境管理の取組みを
促進しているため、「順調」
と判断。

　平成27年12月、JXエネル
ギーによる商用水素ステー
ションが八幡東区東田に開所
したため、「順調」と判断。

　燃料電池自動車助成件数
(目標５件、実績５件）は目
標値を達成し、市内における
普及台数、CO2削減量ともに
目標を達成しているため、
「順調」と判断。

順調

順調

順調

　自動車から排出されるCO2
削減を図るため、限られた予
算の中で、どのような手法を
用いれば、コストがかからず
効果的なＰＲが行えるのかを
引き続き検討していく。
　また、水素関連企業や自動
車関連企業と情報交換しなが
ら水素ステーションの誘致と
燃料電池自動車の普及を推進
していく。

【評価理由】
　工場・事業場に対する立入
検査、測定の実施検査及び公
害に関する苦情件数は、共に
目標を大きく達成している。
環境管理の促進という観点か
ら、成果を収めていると考え
られるため、「順調」と判
断。

【課題】
　公害に関する苦情件数は長
期的に見て減少傾向にあるも
のの、市民から継続的に寄せ
られている。

【評価理由】
　環境大気汚染状況の常時監
視を行い、結果を本市の環境
保全の推進に役立てており、
「順調」と判断。

【課題】
　大気汚染常時監視測定網の
整備・保守を今後も継続する
必要がある。

　計画通り測定網を保守し大
気環境の適正把握に努めると
ともに、課題解決に向け、保
守の方法について見直しを行
う。

【評価理由】
　ノーマイカーデー・エコド
ライブの推進については、積
極的なPR活動の効果もあり、
参加事業者や講演受講者が増
加し、CO2も削減している。
　燃料電池自動車について
は、助成件数が目標値を達成
し、市内における普及台数、
CO2削減量ともに目標を達成
している。
　また、平成27年12月、JXエ
ネルギーによる市内２ヶ所目
となる商用水素ステーション
が八幡東区東田に開所した。
　以上のことから、自動車か
ら排出されるCO2削減を図る
ための、着実な自動車環境対
策が進んでいることから、
「順調」と判断。

【課題】
　限られた予算の中で、どの
ような手法がよいか引き続き
内容を精査していく必要があ
る。
　また、燃料電池自動車の継
続的な普及促進や水素ステー
ションの更なる立地が課題で
ある。

　工場・事業場への立入検
査、測定などを実施すること
で、事業者の環境管理の取り
組みを促進させる。

5,000
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

5 件 5 件
課
長

0.10 人

実
績

6 件 6 件
係
長

0.10 人

達
成
率

120.0 ％ 120.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

450 人 450 人
課
長

0.10 人

実
績

1,209 人 1,313 人
係
長

0.10 人

達
成
率

268.7 ％ 291.8 ％
職
員

0.30 人

目
標

4
都
市

5
都
市

実
績

4
都
市

5
都
市

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

0

6件
（H26年
度）

都市間連携協力実
施都市数（累計）

現地の環境改善

アジアの途上国やその
都市が自らの力で環境
改善の取組を進めるこ
とができるよう、JICA
等国の支援や連携によ
り、実践的な国際環境
研修事業を推進してい
く。
海外からの研修員を受
け入れることにより、
環境問題解決の一助を
担うとともに、現地の
環境改善や海外諸都市
とのネットワーク構
築、ひいては環境国際
ビジネスへの事業展開
に繋げる。

環境
国際
戦略
課

アジアの環境人材
育成のための研修
員等の受講者数
（単年度）

2,411

アジアの環境人
材育成拠点形成
事業

4,400

450人
（H28年
度）

1,780 1,530

1,209人
（H26年
度）

0
環境国際協力推
進事業

環境
国際
戦略
課

途上国技術者を受け入
れる国際研修や経験豊
かな市内企業技術者等
を諸外国都市に派遣
し、現地で相手都市も
主体的に関わった実践
的な技術指導を実施す
る。また、国内外の関
係機関と協働・連携し
た調査、情報収集や発
信を行うとともに、各
種都市間ネットワーク
を活用したプロジェク
トを実施する。更には
市内企業や国際機関等
と密に連携して、協力
対象国や都市の「緑の
成長」にも資する環境
国際協力を目指す。

6,650

6件
（H28年
度）

戦略的環境国際協
力事業の件数（累
計）

9,94045

46

47

― ―

15,950

0.30

日中大気汚染・
省エネ対策共同
事業

――

４都市
（H26年
度）

環境
国際
戦略
課

20,901

職
員

中国におけるPM2.5
（微小粒子状物質）等
をはじめとする大気汚
染については、日本へ
の影響も懸念されてお
り、その対策を講じる
ことについては喫急の
課題となっている。
本市では、中国諸都市
と連携し、中国におけ
る大気汚染への対策を
講じるため、国の事業
を活用し、平成26年度
から5ヵ年間の予定で
中国側の行政官や技術
者等の資質向上を目的
とした研修生の受け入
れや、現状を把握・分
析等するための専門家
の派遣を行う。また、
具体的課題解決のため
の共同研究を実施す
る。

33,226

―

―

―

H26年度
～H30年
度で

４都市

現地の環
境改善

59,100

Ⅶ-1-
(3)-① 
環境国際
協力の推
進

人

係
長

0.50

人

大変
順調

大変
順調

1.00

課
長

人

順調

　平成27年度は、中国４都市
との都市間連携による協力事
業を実施し、研修員を延べ40
名（目標20名）受入れ、専門
家を延べ67名（目標20名）派
遣した。目標を大幅に上回る
達成状況のため、「大変順
調」と判断。

　平成27年度は、1,300人を
超える研修員等の受入れを実
施し、国内外での研修誘致活
動も10回実施した。目標の研
修員受入450人、研修誘致活
動3回を大幅に上回る達成状
況のため、「大変順調」と判
断。

　平成27年度までの累計で、
6件の協力事業（目標6件）を
実施し、計33回の現地派遣
（目標12回）を実施した。目
標を達成及び上回る状況のた
め、「順調」と判断。

大変
順調

　引き続き、国や国際機関等
の補助事業を活用し、KITAや
JICAなどの関係機関との連携
を図りながら事業を推進して
いく。

【評価理由】
　日中大気汚染・省エネ対策
共同事業をはじめとした、各
環境国際協力事業において、
事業件数や研修受入数、研修
誘致活動など、目標を大幅に
上回る達成状況であるため、
「大変順調」と判断。

【課題】
　各国・各都市の状況やニー
ズの把握。
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度 人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H26年度 人数

目
標

課
長

2.05 人

実
績

係
長

2.80 人

達
成
率

職
員

4.75 人

目
標

2 件 2 件
課
長

0.05 人

実
績

5 件 4 件
係
長

0.10 人

達
成
率

250.0 ％ 200.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

2
都
市

2
都
市

課
長

0.50 人

実
績

1
都
市

2
都
市

係
長

0.50 人

達
成
率

50.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.50 人

大変
順調

【評価理由】
　アジア低炭素化センターを
中心として、都市インフラビ
ジネスの推進に積極的に取り
組んでおり、活動指標や成果
指標は概ね目標を達成してい
ることから、「大変順調」と
判断。

【課題】
　事業実施によって削減され
た温室効果ガス削減量の定量
化（見える化）の推進。
　国等補助事業の外部資金活
用による本市の経費削減。

　今後もアジア地域の低炭素
化を推進するとともに、環境
国際ビジネスの展開による地
域経済の活性化を図る。「北
九州モデル」を活用した環境
インフラ輸出について、これ
までの成果を踏まえてさらに
他都市への横展開を進めるた
めのプラットフォーム構築等
を検討する。

　当初計画どおり事業が進捗
しているため、「順調」と判
断。

順調50 26,968 14,500

―

2件
（H32年
度）

「北九州モデ
ル」を活用した
都市環境インフ
ラビジネス推進
事業

2005年度
（1,630ト
ン）比

150％削減
（2050
年）

海外での実証事業
等の進出数（単年
度）

―

環境
国際
戦略
課

本市に蓄積された都市
環境インフラに係る技
術や行政ノウハウなど
を体系的に整理した
「北九州モデル」を活
用し、都市インフラビ
ジネスをさらに推進す
る。

アジア低炭素化セン
ターを中核として、環
境に関する多様な技術
や社会システム等を海
外に輸出することで、
地域経済の活性化を推
進する。

単年度目標
設定なし

27,531

アジア地域でのCO2
排出量を削減

―

―

―

グリーンシティの
輸出を推進してい
るインドネシア・
スラバヤ市に続
き、事業展開を
図った都市数

H28年度
までに3
都市

30,000

１都市
（H26年
度）

―

5件
（H26年
度）

Ⅶ-2-
(1)-① 
アジア低
炭素化セ
ンターを
核とした
都市イン
フラビジ
ネスの推
進

31,657

市内中小企業が所有す
る既存の技術・製品に
関して、海外でのニー
ズに合わせた現地での
事業可能性調査（Ｆ
Ｓ）や実証試験を行う
ための費用の一部を助
成し、市内企業の海外
への技術輸出の推進を
図る。

　CO2排出量の削減に向けた
各種プロジェクト推進数が目
標（90件）を上回る（115
件）とともに、獲得した外部
資金総額も増加し、さらに
は、様々な環境ビジネスにも
つながっているなど、アジア
地域の低炭素化に資する事業
を積極的に展開していること
から、「大変順調」と判断。

大変
順調

87,20025,38623,832

　これまでの5年間におい
て、実証枠11件、事業可能性
調査（FS）6件と、市内企業
のアジアにおけるビジネス展
開を支援している。また、申
請書のダウンロード数も増え
てきており、本事業を広く周
知できているため、「大変順
調」と判断。

大変
順調

2,3258,7488,4318,750

環境
国際
戦略
課

中小企業アジア
環境ビジネス展
開支援事業

49

環境
国際
戦略
課

アジア低炭素化
センター推進事
業

48
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